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平成２８年度事業計画  

大   綱 
 

中小・小規模企業の活力向上と地域連携の深化 

  

昨年の日本経済は、全体的に消費を軸として緩やかな回復基調にありましたが、 

他方、円安の影響などにより、企業の収益には産業間や規模別で差が出ており、

また、消費動向では地域的なバラツキがみられ、都市圏に比べ地方では、まだま

だ弱い動きが続いており、企業を取り巻く社会状況は刻一刻と変化する中、人口

減少や高齢化問題をはじめ経済のグローバル化等による競争が激化し、受注や雇

用に対する先行きの不透明感が拭えず、厳しい経営環境がなお続いております。  

 

日本商工会議所の基本方針として、『それぞれの地域で、関係者と連携しなが

ら、地方創生に取り組んでいくことが肝要であり、特に「観光」や「ものづくり」

など地域の強みを生かす活動には、商工会議所が強いリーダーシップを発揮し、

地域間連携による地方創生を推進する』としております。当地域においても、昨

年４月に締結した「オホーツク地域商工会議所総合包括連携協定」に基づき、地

域の発展を支える人材の確保・人材育成など、大学と地元企業を直接結ぶ就職支

援として、関係機関と協力し地元企業合同説明会を開催します。 

 

また、オホーツクの強みである「食と観光」について、外国人旅行者のインバ

ウンド効果を、これまで以上に当地域に広める為に、着地型・体験型観光として

何をやり得るか、求められる観光資源の掘り起こしと各地域の特異性など調査し、

まだまだ十分に活用し切れていない地域資源を明確にし、如何に地域の活性化に

結び付け、地域で生活する若い人達が希望と魅力を感じとる事のできる雇用の場

づくりが今後の地方創生と人口減少に対応する政策となり得るものです。 

 

地方創生の基本政策となる原点は、生活インフラの整備であり国土強靱化の一
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体政策であります。オホーツク地域は、石北本線の駅の廃止や無人化など鉄路の

問題、道内空港の民営化、防災、地域医療など安心安全な住民生活を支える高規

格幹線道路の整備等交通インフラに対する課題が山積しており、特に、北海道新

幹線の開業に伴う二次交通のインフラ整備について各関係団体と共に積極的に要

望活動を行って参ります。 

 

 現在、進めております都市再生整備事業は、二拠点一軸を核として、オホーツ

クの中核都市「北見」にふさわしい街づくりの為の事業であり、管内の３次医療

を守る北見赤十字病院の完成、北海道立病院も７月には開院の予定であります。 

 新庁舎建設も実施設計に入り、一軸たる中央大通り沿道の開発も民間による動

きが始まっており、経済センターのあり方として早急に取り纏めを行ないます。 

 

 これまで、中小・小規模企業に対する経営支援体制として、経営革新、事業承

継、創業支援など企業経営に関わる事業に相談、助言に取り組んできましたが、 

国は、小規模基本法並びに改正小規模支援法の成立により商工会議所による小規

模事業者への支援体制を強く求めております。これに基づき、当所では、小規模

事業者の経営状況の分析から経営戦略の立案を含めた経営計画の策定を支援し、

計画の実施に向けたフォローアップなど伴走型支援を強力に推進する「経営発達

支援事業計画」を策定しました。これまでの「経営改善普及事業」及び「経営発

達支援事業」の積極的な推進により地域の活力の向上を目指します。 

 

平成２８年度、当所は、「中小・小規模企業の活力向上と地域連携の深化」をス

ローガンに「政策提言、要望活動の積極的な展開」など５本柱の下、日本商工会

議所・北海道商工会議所連合会、行政始め各関係機関・関係団体と連携するとと

もに、会員・市民の元気と地域経済の持続的な発展・再生を実践していくために、

現場主義を念頭にスピード感を持って各事業に取り組み、地域総合経済団体の機

能と公益性を発揮し、「市民や企業から信頼され、期待される商工会議所」とし

て諸事業を推進して参ります。 
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平成２８年度事業計画 
事 業 実 施 項 目 

                                ※ 新規項目 

１．政策提言、要望活動の積極的な展開 

日本経済は、長引くデフレからの脱却に向けた動きが加速化し、緩やかな回復基調に

向かっておりますが、地方にあっては、円安に伴う原材料価格の高騰、個人消費の低迷

など、先行き不透明感は拭えず厳しい経営環境にあり、地方や中小企業・小規模企業の

実情を踏まえた政策展開を引き続き訴えていく必要があります。 

さらに、急速な人口減少社会への対応や地方創生総合戦略に掲げる施策を効果的に実

行していく事が重要であり、地方創生の基本政策たる生活インフラの整備と国土強靱化

の一体政策について北見市始め関係諸官庁に対して意見具申、提言要望していく。 

併せて、日本商工会議所、北海道商工会議所連合会など関係団体と相協力し、総合的

な経済社会政策について積極的に政策提言活動を行っていく。 

 

（１）国・道・北見市に対する提言、要望活動 

１）景気対策、中小・小規模企業振興に関わる要望 

   ①北見市地方創生総合戦略の具現化 

②北見市庁舎など公共工事の地元企業優先発注の確保 

③高度医療を担う北海道立北見病院の開院に係る地元企業の受注機会の確保 

２）都市整備に関わる提言、要望 

①北見市都市再生基本計画に基づく都市整備の早期実現 

３）地域医療の充実・強化に関わる要望 

①高度医療を担う北見赤十字病院、北海道立北見病院の機能充実など地域 

医療体制の確保 

４）道路整備に関わる要望 

①北海道横断自動車道「端野町川向－美幌町高野」間（北見道路と美幌バイパ

スを結ぶ）の早期事業着手 

②北海道横断自動車道「陸別－訓子府」間の早期完成、「足寄－陸別」間の早期

整備着手 
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③北見地域における地域高規格道路「遠軽－北見」間の整備促進 

④国道３９号イトムカ鉱業所付近の道路のロードヒーティング化など走行の 

安全確保 

※   ⑤高規格道路と中心市街地を結ぶ交通ネットワークの整備促進  

   ⑥冬期間の車道、歩道の除排雪の徹底（排雪個所の拡充・増設） 

５）空港・鉄道等に関わる要望 

①女満別空港の就航体制の充実と国際化への対応 

    ・北海道新幹線開通に伴う二次交通のインフラ整備として、女満別空港－函

館空港間の新規路線開設 

②ＪＲ石北本線の安全運行の確保と所要時間短縮及び列車の快適性向上 

※   ③北海道新幹線開通に伴う北海道と本州を結ぶＪＲ貨物輸送体制の堅持 

   ６）観光振興に関わる要望 

※   ①体験・着地型観光施設としての「道の駅」早期設置の実現 

（２）中小・小規模企業に関わる税制改正の要望 

（３）部会、委員会による意見活動の推進 

 

 

２．賑わい溢れる街づくりの推進 

賑わい溢れる街づくりを推進するために都市再生事業の実現と北見市中心市街地活性

化基本計画に掲げた事業を継続的に推進し、中心市街地の魅力向上と中心商店街の賑わ

いを助長する空き店舗対策事業の実施、さらに中心商店街等が実施する諸事業に対する

協力など地域商業の活性化を推進していくとともに、商工会議所の公共性と社会的役割

を持って交流人口の拡大による活力の向上を目指していく。 

 

（１）中心市街地活性化の推進 

１）北見市中心市街地活性化基本計画に掲げた事業の継続的推進 

①中央大通り沿道地区再生に向けた検討 

     ・北見経済センターの改築並びに交流施設等一軸構想の具現化検討 
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②空き店舗対策事業の実施 

・まちんなかＳＨＯＷ１０の運営 

２）北見市中心市街地活性化協議会の運営 

３）中心市街地の魅力向上と賑わい再生支援 

①中心商店街とコミュニティプラザ「パラボ」との連携事業に対する協力 

   ②「きたみｄｅ街コン」、「きたみｄｅ婚カツ」事業の実施 

   ③「まちゼミ」への協力 

（２）「株式会社まちづくり北見」の運営協力 

（３）スポーツ合宿誘致と受入施設の整備促進に対する支援協力 

 

 

３．中小・小規模企業の経営支援体制の充実 

昨年、国から認定を受けた「経営発達支援計画」に則り、巡回相談を強化し、地元中

小・小規模企業の経営改善、販路拡大、事業承継、人材育成に対する支援など企業経営

に関わる事業、さらに創業・起業に対する相談・助言など積極的に取り組んでいく。小

規模事業者の経営改善、経営基盤の強化を図るために経営改善普及事業（中小企業相談

所）の充実強化を図っていく。 

 

（１）経営発達支援計画（小規模事業者への伴走型支援）の実施 

   １）巡回相談の強化 

   ２）地域の需要動向調査 

      ①景気動向等各種調査の実施 

・景気動向調査、新規学卒者予定初任給調査、ＩＴ利用調査 

      ②中小企業振興委員連絡会議による情報収集 

      ③連携機関との情報交換会の開催 

   ３）経営計画に基づく経営改善支援 

      ①多様なニーズに対応した各種セミナーの開催 

・経営分析、経営計画の作成、事業承継等各種経営セミナーの開催 
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・経営実務に関わる講演会、ワンストップなんでも相談会等個別相談会の開催 

②金融相談等による経営分析の実施 

③事業計画の策定支援とフォローアップの実施 

④小規模事業者持続化補助金の活用 

     ４）創業・起業支援 

     ①創業・起業実務セミナーの開催とフォローアップの実施 

※    ②創業者・創業希望者情報交流会の開催 

     ５）販路拡大支援 

      ①地域内外における展示会・商談会への出店支援 

・地産地消フェスタ、インフォメーションバザール、スーパーマーケットトレ

ードショー等への出展支援 

      ②展示会・商談会におけるバイヤー・来場者の需要動向の把握 

      ③農林水産商工等連携及び地域資源活用の活用による新たな事業展開支援 

      ④インターネット、メディア等の活用による情報発信の実施 

    ６）市内金融機関、大学、公設試験研究機関、農協、北海道よろず支援拠点など

各関係機関との連携による支援 

    ①市内金融機関など連携機関との情報交換会の開催 

（２）経営改善普及事業（中小企業相談所）の充実強化  

    １）経営改善普及事業に係る経営発達支援計画の実施【再掲】 

２）小規模事業者経営改善資金融資（マル経融資）のＰＲ及び利用促進 

３）政府系金融機関、北海道並びに北見市融資制度などの円滑な斡旋 

４）消費税軽減税率対策相談窓口等事業の実施 

（３）地域プラットホーム（北見・オホーツク地域経営支援機関）を活用した専

門家派遣による経営支援 

（４）雇用促進・人材育成の支援 

    １）高等学校、専門学校、大学の就職に対する支援 

      ①地元企業合同説明会の開催 

      ②新規学卒者就職フェア（ハローワーク）、合同企業説明会・インターンシップ

（道・ジョブカフェ）への協力、支援 



 - 7 - 

    ２）各種検定試験の活用による技術・技能の向上 

 

 

４．産業振興の推進 

オホーツク地域の各商工会議所間の地域総合包括連携により、オホーツクの地域力の

向上を進めていく。 

さらに、地元大学や各種試験研究機関と連携を図り、産学官連携を推進し、住宅リフ

ォーム相談会の開設などこれまで以上に地域産業の競争力、地域力を高めると共に、地

元企業の技術力・開発力の向上支援、さらには、体験型・着地型観光の掘り起こしなど

観光振興に努め、新たな地場産業興しを支援していく。 

 

（１）オホーツク商工会議所協議会が取り組む「地域総合包括連携事業」への 

積極的参画 

１）６商工会議所内地元企業合同説明会【再掲】 

２）オホーツク「食と観光」に関する調査研究 

（２）オホーツク産学官融合センター事業の推進と利用促進 

１）創業・起業サポート事業の実施 

２）地域中小企業が事業化を目指すプロジェクトの発掘と支援 

３）北見工業大学社会連携推進センターの活用による共同研究、事業化等の支援 

４）北海道知的財産情報センター事業への協力 

（３）産学官連携の推進 

１）北見工業大学、日本赤十字北海道看護大学との連携及び支援強化 

２）北見工業技術センター、オホーツク圏地域食品加工技術センターなど研究機関

との連携 

（４）域外からの進出企業との連携 

１）進出企業視察と懇談会等の開催 

（５）北見地域の観光振興への取り組み 

１）「北見市観光推進プロジェクト」事業推進に対する協力 

    ２）ふるさと銀河線跡地（ハッカ記念館・検修庫周辺）の有効活用促進 
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  ３）スポーツ合宿誘致と受入施設の整備促進に対する支援協力【再掲】 

４）北見ぼんちまつり始め各種イベントの実施及び協力 

（６）環境問題への取り組み 

   １）容器包装リサイクル制度など各種リサイクル制度の周知 

 （７）住宅リフォーム相談会の開催 

（８）次代を担う子ども達の職業体験「ＹＥＧまつり」への支援 

（９）北見市第２次産業振興ビジョン個別事業への協力 

 

 

５．商工会議所の円滑な運営及び財政強化 

地域社会の発展と会員企業の繁栄のために商工会議所の組織強化と財政基盤の確立に

努め地域総合経済団体としての機能を十分に発揮していく。 

また、オホーツク圏域並びに道東地域の振興を図るためにオホーツク管内及び道東地

区商工会議所や関連団体との連携を密にする。 

 

（１）役員・議員改選の実施 

※（２）第５１回北海道・東北商工会議所連絡会議の開催（28.8.31） 

（３）組織・財政基盤の強化 

１）会員増強の促進 

２）自主財源の確保 

・ミント共済、特定退職金共済制度の加入促進 

（４）部会内会員交流事業の実施 

（５）商工会議所活動を広く周知するための広報活動の強化 

   １）商工会議所所報の充実・ホームページの更新、Ｅメール通信による情報発信 

（６）会員サービス事業の充実 

１）会員事業所永年勤続従業員表彰の実施 

２）経営者、従業員等の定期健康診断及びガン・生活習慣病検診の実施 

３）労働保険事務組合の運営 
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４）所報「きたみ」チラシ同封サービス（商い情報交流便）の実施 

（７）関係商工会議所等との連携 

１）日本商工会議所・北海道商工会議所連合会・道東地区及びオホーツク管内商

工会議所との連携 

２）姉妹商工会議所高知商工会議所との交流促進 

３）留辺蘂商工会議所・きたみ市商工会との地域連携の促進 

（８）議員会・北商クラブ・女性会・青年部の活動に対する支援 

（９）外郭団体等の運営に対する支援               


